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1 原子炉殴置（変更）許可の審査に係る法令及び審査実務からは，地震モーメン

トの上乗せの検討を導くことはできないこと

(1）原判決の判断

原判決は， f経験式は平均値としての地震規模を与えるものであることから，

経験式が有するばらつきも考慮されている必要がある。Jとする本件ぱらつき

条項第2文は，原子炉の耐震性判断のための基都地震動を策定するに当たり．

観測データを分析して得られた経験式を用いて地震規模を示す地震モーメント

を設定する場合には，実際に発生する地震の地震モーメントの値の方が経験式

によって算出される値よりも大きくなる可能性があることこを考慮すべき旨定め

たものとf鰐釈した上で，本件発電所の基準地震動の策定に係る審査において，

経験式によって算出される地震モーメントの値に上乗せを行う必要があるかど

うかを検討しなかったことそれ自体が看過し難い過誤，欠落であると判断しま

した。

(2）経験式が「ぱらつき」を有することを前提とした上で，，地震動に直接かつ大

きく作用する支配的なパラメータの「不確かさJで考慮することで保守的な地

震勤評価を行う必要があるが，「ぱらつき」の考慮のために，別途，経験式に

よって算出されたパラメータ値の上乗せを検討する必要はないというのが地震

学・地震工学における一般的な考え方であり，かかる考え方を踏まえて，原子

炉設置（変更）許可の審査に係る法体系及び審査実務が形作られていること

しかし，とこでいう地箆モ←メントは，その値自体が地震動計算に直接用い

られるわけで‘はなく，他のパラメータ （~素）を算出する過程で用いられる中

間的なパラメータにすぎません。そのため，地震モーメントの値を大きくした

からといって，必ずしも地震動の大きさに寄与する他のパラメ←タの値が大き

くなるわけではありません。また，震源断層の形状によっては，地震モ←メン

トから他のパラメータを導く計算式を用いることができず，地震モーメントの

値を大きくしたとしても他のパラメータにほとんど影響を及ぼさない場合もあ
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ります。そのため，このような中間的なパラメータにすぎない地震モーメント

．の値に上乗せをするよりも．地震動に間接かつ大きく作用する支配的なパラメ

ータについて保守的な値を設定する方が，安全性を確保できるというのが，地

震学・地震工学における一般的な考え方です。

また，原判決は，本件ぱらつき条項第2文を，経験式が有する「ばらつき」

を検証して経験式によって算出された値によ乗せをする必裂があるか否かを検

討するものと位置づけていますが．そもそも基都地震動の策定の~~告では，経

験式の基となる観測データに散らばりがあるととを意味する「ぱらつきJは，

その原因でもある各組パラメータの f不確かさJを考慮することによって併．決

するものと考えられています。そのため 経験式がそのような「ぱらつきJを

有することについては．とれを当然の前提とした上で‘地震動に直接かつ大き

く作用する支配的なパラメータの f不確かさJで考慮することで保守的な地震

動評価を行う必要があるが．「ぱらつきJそのものの考慮のために．別途，経

験式によって算出されたパラメータ値の上乗せを検討する必要はないというの

が地震学・地震工学における一般的な考え方です。この点は，原審で提出した

専門家の報告替において，震源断層面の設定や地焼動評価上の各種不確かさが

十分に考慮されているといえる場合には，更に重貸して，経験式から算出され

た地袋規模の値によ乗せをする必要はないと述べられているととや，今回提出

した別の専門家の意見設において，「震源断路面積Sを大きく評価するとと…

と，…震源断層面積Sに対する地震モーメントMoを大きく評価することを同

時に考えることは，…『不確かさ』と，その不確かさに起因して生じるデータ

の『ぱらつき』の両方を考慮しているに等しく…，過剰で不必要な考慮になるJ

と述べられていること，更に別の専門家の意見書において，「データの『ぱら

つき』は，地震勤評価において考慮する様々なパラメータの f不確かさ』が複

合的に彫絡するととで現れた一つの側面としで捉えることができ」るため，「地 －

震動に支配的なパラメータの『不確かさ』が考慮、できている場合は，地震モー

内
ぺ
U



メントMoのデータの rばらつき』分を上乗せする必援は無いJ旨述べられて

いることからも明らかです。

以上のような地震学・地幾工学における一般的な考え方を踏まえ，原子炉設

置（変更）許可の相手査に係る法令及び審査実務においては，経験式によって地

震モーメントを計算する際，式の慕となった観測lデータのばらつきを考慮して

計算結果に数値を上乗せするなどといった方法は採用していないのです。

(3）本件発電所の審査実務においても，地震学・地震工学の一般的な考え方に基

づき， f不確かさjを十分に考慮して地震動評価が行われていること

さらに，本件発電所の基準地震動の策定に係る緋査の実務をみても．原子炉

設置（変更）許可‘の務庁11:に係る法令の定めにのっとり．敷地及び敷地周辺の地

域的な特性を踏まえて．地震学・地震工学の一般的な考え方巳基づき．不確か

さを十分に考臆して地震勤評価が行われているということができます。具体的

には，簸源断層面積の設定に当たっては，「F0-A～F 0-B 断燭」と「熊

川断層」は約15km雌れていますが，これらの断層が本件発電所の敷地の前
而に位置しており連動した；場合に地震勤評価への影糠が大きいことなどから，

保守的に連動を考慮して震源断層の長さが設定されていること．震源断層の上

端・下端から求められる震源断腸幅も保守的に設定されていることを確認して

います。その結果，経験式を用いて求められた地震モーメントは，十分に保守

的なものとなっています。とれに加えて，地震勤評価に大きく影響するアスペ

リテイ ，（地震の隙に大きくずれ動く領域）を断層の浅い部分に設定するなどし

た「基本ケース」が設定された上で，．さらに不縮かさを考慮したケースとして，

短周期の地震動レベルを 1.5倍としたケース，断層傾斜角を敷地側に傾斜さ

せたケース，断層が敷地の極近傍に位置することを踏まえ不確かさを霊長をさせ

たケース等を設定しているととなど，各種の不確かさを十分に反映した地震勤

評価が符われていることを確認しています。ζの点については，今回提出した

3名の専門家の意見書において，「原子力規制委員会による大飯発電所の審査
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自体は，レシピの用法が，原子力規制委員会の『基準地震動及び耐震設計方針

に係る審査ガイド』…に器づいて適切に運用されている，と考える。J，「大飯

発電所の地震勤評価は，種々の綾瀬特性パラメータの『不確かさ』がレシピを

用いた地震動評価の全体の中で保守的に考慮できているものと考える。J,r原

子力規制委員会における基準地震動の審査が適切に且つ厳格に行われていると

考えます。Jと，いずれも肯定的に評価されているととろです。

{4｝小括

以上のとおり，原子炉設置（変更）許可の稼査に係る法令及び審査実務から

は，原判決が求めた地震モーメントの上乗せの栓討を織ぐととはできません。

2 本件ぱらつき条項に地震モーメントの上乗せの検討を求める積線的な意味が込

められていたとの原判決の判断には，前提事実に明らかな誤認があること

(1）原判決の判断

また，原判決は，地鏡等検討小委員会の委員らの発言をJ恨拠として，本件ぱ

らつき条項には，地震モーメントの上乗せの検討を求めるという税概的な意味

が込められていたこと，地震等検討小委員会の委員もこれに賛同していたとと

は明らかであるなどと判断しました。

(2）原判決が指摘する委員らに加え，地震等検討小委員会の委員として議論に加

わった専門家も，地震等検討小委員会の下で策定された手引き改訂案の不確か

さ（ぱらつき）に係る記載が地震モーメントの上乗せの検肘を求める趣旨で設

けられたものではない旨を述べていること

しかし，原判決が指摘する委員らに加え，地箆等検封小委員会の委員として ・

当該議論に加わった専門家も．今回提出した各意見書において，地震等検討小

委員会の下で策定された手引き改訂案の不確かさ（ぱらつき）に係る記械が地

震モーメントの上乗せの検討を求める趣旨で設けられたものではない旨を異口

同音に述べています。

例えば，原判決が指摘する委員のうちの一人は，「私の発言は，あくまで海
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溝型地震，特にそのうちのプレート問地愈の規模の評価において生じるはずの

『偶然的ぱらつき』をその地震動の評価に際して『不確かさ』として考慮すべ

きである旨何らかの注意喚起が必要ではないか，との漣旨でJ発言したもので

あり，「f坪祈事例が豊富な活断周による内陵地殻内地震とは異なり，との時点

においてプレート問地震の規模の評価の際に…経験式に基づいた評価．は一般的

ではなかョたことから，そもそも…経験式が有するSから換算したMOに対し

てーその『ぱらつき』を上乗せすべきとの趣旨で発言したものではない」と述

べています。このことからも明らかなとおり，原判決は，地震学・地震工学の

科学的知見や当該委員の発言の経締を全く踏まえないまま，その発言の一部の

みに着目し，当該委員の発言の趣旨を誤解したものといわざるを得ません。

また，原判決が指摘する別の委員も，「個々の審査で適切な方法を用いて震

源パラメータの『不確かさ』を考成することで地震動を保守的に評価できてい

ればそれで良いので・あり，地震等検討小委員会において地震モーメントMoの

値に上乗せが必要であるといった 倭小な内容を取りたてて議論していたわけ

ではない。」と述べ，さらに，地震等検討小委員会の委員として議論に加わっ

た専門家も，「『経験式は平均値としての地震規模を与える』ことを踏まえた『不

確かさ（ぱらつき）』を定量的に評価するには，ぱらつきの原因…を明らかに

すべきだと考えていました。その上で…，こうしたばらつきがどのように定量

的に考慮されるべきかの議論が重要だと考えていましたB 例えば『襟単偏差で

良いのか』などといった，地震等検討小委員会の専門家間のコンセンサスは何

ら形成されていませんでした。j と述べています。

したがって，本件ぱらつき条項に地震モーメントの上乗せの検討を求める積

極的な意味が込められていたとの原判決の判断には，前提事実に明らかな誤認

があるといわざるを得ません。

3 結論

以上のとおり，原判決の判断に繰りがあることは明らかですから，原判決は速



やかに取り消されるべきです。

以上
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